
下関市ＰＣＢ含有電気機器等適正処理促進事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨) 

第１条 この要綱は、下関市ＰＣＢ含有電気機器等適正処理促進事業費補助金

（以下「補助金」という。）の交付について、下関市補助金等交付規則(平成

２５年規則第６３号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 補助金は、下関市内においてポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」と

いう。）の濃度分析を行う者に対し、その費用の一部を補助することにより、

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進し、もって市民の健康の保護及び

生活環境の保全の向上を図ることを目的とする。 

（補助の対象等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、別表第１に掲げるＰＣＢを含有す

るおそれのある電気機器等（以下「電気機器等」という。）を市内の事業所

において保管する中小企業者等（別表第２の左欄に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる要件を満たす者をいう。以下同じ。）が、ＰＣＢの

含有の有無、濃度等を把握するために当該電気機器等の分析を行う事業とす

る。ただし、次条第１項の規定による事前審査申請書の提出前に着手された

ものを除く。 

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）の区分及び

交付額は、別表第３に定めるとおりとする。 

３ 第１項の分析は、別表第４に掲げる機関が、別表第５に定める方法により

実施したものでなければならない。 

（事前審査の申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする中小企業者等は、あらかじめ下関市

ＰＣＢ含有電気機器等適正処理促進事業事前審査申請書（様式第１号）に事

業計画書を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による事前審査申請書の提出があった場合において、

その内容を審査の上、補助金を交付することが適当であると認めるときは、

交付しようとする予定額（以下「補助金交付内示額」という。）を定め、当



該提出を行った中小企業者等（以下「補助事業者」という。）に対し、補助

金交付内示額を通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による通知に当たって、補助金の交付に必要と認める

条件を付することができる。 

（事業の着手及び変更等承認の申請） 

第５条 補助事業者は、前条第２項の規定による通知を受けたときは、速やか

に事前審査申請書に記載した事業（以下「事業」という。）に着手しなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、事業について、次に掲げる変更をしようとする場合又は事

業の中止若しくは廃止をしようとする場合には、あらかじめ、下関市ＰＣＢ

含有電気機器等適正処理促進事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２

号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次に掲げ

る変更について、市長が当該変更を軽微な変更と認めるときは、この限りで

ない。 

(1) 補助金交付内示額の変更を要する対象経費の変更又は対象経費の20％

を超える変更 

 (2) 分析を実施する電気機器等の変更 

(3) 電気機器等に含有されるＰＣＢの分析の実施機関又は方法の変更 

(4) その他事業内容の大幅な変更 

３ 補助事業者は、事業の遂行が困難となったときは、遅滞なく、その理由及

び当該事業の遂行の状況を記載した書類を市長に提出して、その指示を受

けなければならない。 

４ 市長は、第２項の申請書の提出又は前項の書類を受けた場合で必要があ

ると認めるときは、前条第２項の規定による補助金交付内示額の決定を取

り消し、又はこれに付した条件を変更することができる。 

５ 前項の場合においては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（補助金の実績報告及び交付の申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、事業の完了の日から起

算して２０日を経過した日又は３月１０日のいずれか早い日までに下関市Ｐ

ＣＢ含有電気機器等適正処理促進事業費補助金交付申請書兼実績報告書（様



式第３号）を提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による補助金交付申請書兼実績報告書の提出を受

けた場合において、その内容を審査し、適当であると認めるときは、予算の

範囲内において、補助金の交付を決定するものとする。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定する場合において、当該補

助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付すこ

とができる。  

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を決定したときは、その決定の

内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を当該補助事業者に通知する

ものとする。  

４ 市長は、第１項の規定による審査の結果、事業の成果が適当でないと認め

るときは、当該事業について、これに適合させるための措置をとるべきこと

を当該補助事業者に対して指示することができる。  

５ 前条の規定は、前項の規定による指示に従って行う事業について準用する。 

（補助金の交付請求）  

第８条 前条第３項の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を

受けようとするときは、請求書（様式第４号）を市長に提出しなければなら

ない。  

（補助金の交付）  

第９条 市長は、前条の規定による請求書の提出を受けたときは、これを審査

し、適当であると認めるときは、補助事業者に当該請求額を交付する。  

（関係書類の整備等）  

第１０条 補助事業者は、事業の施行及び経費の収支に関する帳簿その他関係

書類を整備し、当該事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の初日から

起算して５年間これを保管しなければならない。  

（決定の取消し及び補助金等の返還）  

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  



(2) 補助金を他の用途に使用したとき。  

(3) 事前審査の申請、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違

反したとき、又は市長の指示に従わなかったとき。  

(4) その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期限を定

めてその返還を命ずるものとする。  

（検査等）  

第１２条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し質問をし、

報告を求め、若しくは事業の施行に関し必要な指示をし、又は第１０条の帳

簿その他関係書類を検査することができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は令和３年４月１日から施行する。  

附 則 

１ この要綱は令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式による用紙で、現に残

存するものは、なお使用することができる。  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式第１号及び様式第３号

による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用すること



ができる。 

 

  



別表第１（第３条関係） 

１ 
製造メーカーからＰＣＢを含有していない旨の確認を得ることができ
ないトランス等の電気機器（銘板等がないため、製造メーカー、型式
等を確認することができないトランス等の電気機器を含む。） 

２ 
１に掲げる電気機器以外の電気機器であって、含有されるＰＣＢの濃
度等を把握することが必要と認められるもの 

 
別表第２（第３条関係） 

区     分 要     件 

１ 

会社法
(平成17
年法律第
86号)第2
条第1号
の会社 

(1)製造
業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が３億円以下 
イ 常時使用する従業員の数が３００人以下 

(2)卸売
業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が１億円以下 
イ 常時使用する従業員の数が１００人以下 

(3)ゴム
製造業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が３億円以下 
イ 常時使用する従業員の数が９００人以下 

(4)旅館
業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が５千万円以下 
イ 常時使用する従業員の数が２００人以下 

(5)小売
業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が５千万円以下 
イ 常時使用する従業員の数が５０人以下 

(6)サー
ビス業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が５千万円以下 
イ 常時使用する従業員の数が１００人以下 

(7)その
他の業種 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
ア 資本金又は出資の総額が３億円以下 
イ 常時使用する従業員の数が３００人以下 

(8) (1)
から(7)
までの業
種につい
て共通し
て満たす
必要のあ
る要件 

次のいずれの基準にも該当しない者であるこ
と。 
ア 業種区分ごとの要件を満たす会社法法人

以外の会社法法人（以下「大企業者」という。)
の所有に係る株式の数の発行済株式の総数
に対する割合又は大企業者の出資の金額の
出資の総額に対する割合が１／２以上であ
ること。 

イ アに掲げる基準を満たす者との間に完全
支配関係(法人税法(昭和４０年法律第３４
号)に規定する完全支配関係をいう。以下同
じ。)があること。 

ウ 大企業者との間に完全支配関係があるこ
と。 

２ 個人 
１の(1)から(6)までの業種の区分に応じ、それ
ぞれイに掲げる基準を満たすこと。 



３ 
学校法人、宗教法
人、医療法人及び社
会福祉法人 

常時使用する従業員の数が１００人以下である
こと。 

４ 中小企業団体等 

次のいずれかに該当する団体であること。 
(1) 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 

３２年法律第１８５号）第３条第１項に掲げ
る中小企業団体（事業協同組合、事業協同小
組合、信用協同組合、協同組合連合会、企業
組合、協業組合、商工組合及び商工組合連合
会） 

(2) 特別の法律により設立された組合又はそ
の連合会であって、その直接又は間接の構成
員たる事業者（(1)に掲げる団体を除く。）の  
２/３以上が１又は２の区分の要件を満たす
もの（農業協同組合、漁業協同組合） 

 
別表第３（第３条関係） 

対 象 経 費 交 付 額 

電気機器等に含有される
ＰＣＢの分析に要する委
託料（試料の採取及び運
搬に要する経費を含
む。） 

次のうち、いずれか少ない金額 
(1) 対象経費の実支出額（消費税及び地方消費

税に相当する額を除く。）に補助率２分の１を
乗じて得た額（当該額に千円未満の端数が生
じた場合には、これを切り捨てた額） 

(2) 分析した電気機器等の台数に１５，０００
円を乗じて得た額 

 
別表第４（第３条関係） 

１ 
計量法（平成４年法律第５１号）に基づき、特定計量証明事業者とし
ての認定を受けた分析機関（自ら分析を行う者に限る。） 

２ 
計量法に基づき、計量証明事業者としての認定を受けた分析機関（自
ら分析を行う者に限る。） 

 
別表第５（第３条関係） 

１ 
特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る基準の検定方法
（平成４年厚生省告示第１９２号）別表第２に定める方法 

２ 
絶縁油中の微量ＰＣＢに関する簡易測定マニュアル第３版（環境省廃
棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課）に定める方法（迅速判定法を
除く。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


